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公益財団法人日本高等教育評価機構大学追評価の実施に関する細則 

 

（目的） 

第１条 この細則は、公益財団法人日本高等教育評価機構（以下「本機構」という。）の大

学機関別認証評価に関する規程（以下「評価規程」という。）第１５条第３項の定めによ

り、追評価の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象） 

第２条 追評価の対象は、本機構が行う大学機関別認証評価（以下「評価」という。）にお

いて、「不適合」と判定された大学とする。 

 

（範囲） 

第３条 追評価の範囲は、評価規程第１５条第１項に定める「改善を必要とする事項」と

する。 

２ 前項の「改善を必要とする事項」とは、大学評価に係る評価報告書案の構成及び判定

等に関する細則第４条第１項、第６条第１項及び第５項に定める、満たしていない基準

にある、満たしていない基準項目の「改善を要する点」として指摘した事項とする。 

 

（実施体制） 

第４条 追評価の審議は、評価規程第４条に準じて行うものとする。 

２ 本機構は、追評価を行うために、評価員規程第５条に基づき、評価員を委嘱する。 

３ 前項の評価員については、可能な限り評価の際に担当した評価員を委嘱するものとす

る。 

４ 評価規程第４条第５項に該当するものは、当該大学の追評価業務には従事できないも

のとする。 

 

（追評価の期日） 

第５条 評価規程第１５条第１項に定める指定の期日とは、評価を受けた翌々年度４月か

ら起算して３年後の３月までとする。 

 

（申請） 

第６条 評価規程第１５条第２項に定める申請書は、追評価を受ける前年度に提出するも

のとする。 

２ 本機構は、追評価申請大学より申請書が到着後、正当な理由がある場合を除き、速や

かに、追評価申請受理通知書を送付しなければならない。 

 

（追評価の中止） 

第７条 当該大学は、特別な事由により追評価が継続できない場合、本機構理事長の承認

を得て追評価を中止することができる。 

２ 前項の申入れは、文書により本機構に行うものとする。 
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３ 本機構は、正当な理由がある場合、追評価を中止することができる。 

４ 本機構は、追評価を中止した場合、当該大学宛文書により通知する。 

 

（書面調査） 

第８条 評価チームは、当該大学の追評価自己点検評価書の内容を踏まえて、当該大学へ

の書面質問等を行い、書面調査のまとめを作成する。 

 

（ヒアリング調査） 

第９条 評価チームは、書面調査のまとめの内容を踏まえて、当機構において当該大学の

関係者へのヒアリングを行う。 

 

（評価チーム追評価報告書案の作成） 

第１０条 評価チームは、当該大学の追評価自己点検評価書及びヒアリング調査実施日ま

での改善状況等を踏まえて、評価チーム追評価報告書案を作成し、本機構に提出する。 

 

（評価チーム追評価報告書案の通知） 

第１１条 本機構は、評価チーム追評価報告書案を、当該大学に通知する。 

 

（評価チーム追評価報告書案に対する意見申立て） 

第１２条 当該大学は、評価チーム追評価報告書案に対して意見申立てがある場合、通知

を受けた日から原則２週間以内に本機構に対し、意見の申立てを行うことができる。 

２ 前項の意見申立てを行う大学は、本機構に意見申立て文書を提出するものとする。な

お、様式は別に定める。 

 

（追評価報告書案の作成） 

第１３条 大学評価判定委員会（以下「判定委員会」という。）は、評価チーム追評価報告

書案及び当該大学からの意見申立てがある場合、その内容も踏まえて、追評価報告書案

を作成する。 

２ 判定委員会は、前項の追評価報告書案を作成するに当たっては、当該大学の評価員か

ら報告を聴くことができる。 

３ 判定委員会は、原則としてヒアリング調査実施日までの改善状況等を踏まえて、「適

合」、「不適合」の判定を行う。ただし、「不適合」の判定に当たっては、その期日を判定

委員会による追評価報告書案が確定する日までとする。 

４ 追評価報告書案は、「追評価結果」、「総評」、「基準ごとの追評価」で構成する。 

５ 前項の「追評価結果」は、「判定」で構成し、「基準ごとの追評価」は、基準ごとの「追

評価」及び基準項目ごとの「追評価」、「理由」で構成する。 

 

（追評価報告書案の通知） 

第１４条 判定委員会は、追評価報告書案を当該大学に通知する。 
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（追評価報告書案に対する意見申立て） 

第１５条 当該大学は、追評価報告書案に対して、意見申立てがある場合、通知を受けた

日から原則２週間以内に本機構に対し、意見の申立てを行うことができる。 

２ 前項の意見申立てを行う大学は、本機構に意見申立て文書を提出するものとする。な

お、様式は別に定める。 

３ 判定委員会は、当該大学より意見申立てがあった場合、再審議を行う。 

４ 追評価報告書案に対する意見申立ての審議は、意見申立て審査会で行ったうえで、判

定委員会において追評価報告書案を確定する。 

５ 意見申立て審査会については、意見申立て審査会規程で定める。 

 

（追評価報告書案の承認） 

第１６条 判定委員会は、追評価報告書案を理事会に提出し、理事会の承認を得る。ただ

し、理事会の承認の際には、評価規程第４条第５項で定める当該大学の関係者はこれに

加わらないものとする。 

 

（追評価報告書の公表等） 

第１７条 本機構は、理事会の承認を得た追評価報告書を、速やかに当該大学に送付する。 

２ 本機構は、当該年度の追評価報告書を取りまとめ、文部科学大臣へ報告する。 

３ 本機構は、前項の追評価報告書をホームページにおいて社会に公表する。 

 

（改廃） 

第１８条 この細則の改廃は、判定委員会の議を経て理事長が決定する。 

 

附 則 

 この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

 


